
(単位：円）

Ⅰ 流　 動 　資 　産 Ⅰ

276,206,327 169,314,417

1,487,821,547 30,165,500

3,286,265 39,977,042

3,000,960,000 1,687,522

34,820,200 7,573,000

73,210,712 42,294,573

509,760 291,012,054

28,910,858

5,919,946

△6,535,793

4,905,109,822

Ⅱ 固　 定 　資 　産 Ⅱ

1 有 形 固 定 資 産 88,473,286

建 物 3,861,907,531 7,402,554

構 築 物 25,665,932 2,125,250

工 具 器 具 備 品 76,868,488 98,001,090

土 地 2,602,684,338

建 設 仮 勘 定 1,127,123,882

7,694,250,171 389,013,144

2 無 形 固 定 資 産 Ⅰ

電 話 加 入 権 823,280 1 資 本 金 14,470,000,000

施 設 利 用 権 3,188,688

ソ フ ト ウ ェ ア 3,813,816 2 利 益 剰 余 金

　 7,825,784 その他利益剰余金 370,458,287

　 繰 越 利 益 剰 余 金 370,458,287

3 投資その他の資産 370,458,287

投 資 有 価 証 券 2,314,740,000

金 銭 の 信 託 262,486,858 14,840,458,287

長 期 差 入 保 証 金 80,825,200

長 期 前 払 費 用 6,723,406 Ⅱ

2,664,775,464 その他有価証券評価差額金 42,489,810

42,489,810

　固 定 資 産 合 計 10,366,851,419 14,882,948,097

15,271,961,241 15,271,961,241

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計有 形 固 定 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

投資その他の資産合計

純　資　産　の　部

株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計

金　　　　額

流 動 負 債

貸　　借　　対　　照　　表

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

(平成31年３月31日現在）　　

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目

現 金 及 び 預 金 未 払 金

未 払 事 業 税

貸 倒 引 当 金

未 収 入 金

立 替 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

未 収 収 益

未 収 還 付 法 人 税 等

未 収 消 費 税 等

有 価 証 券 預 り 金

流 動 資 産 合 計

預 り 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

固 定 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

延 払 繰 延 利 益

前 受 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債



(単位：円）

1,862,570,431

1,657,684,491

売 上 総 利 益 204,885,940

178,997,466

営 業 利 益 25,888,474

受 取 利 息 42,295,053

雑 収 益 984,183 43,279,236

雑 損 失 2,442,004 2,442,004

経 常 利 益 66,725,706

税 引 前 当 期 純 利 益 66,725,706

法人税、住民税及び事業税 14,399,682

当 期 純 利 益 52,326,024

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

損　 益　 計　 算　 書
（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 高



株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

（単位：円）

繰越利益剰余金

14,470,000,000 318,132,263 14,788,132,263 39,182,321 14,827,314,584

当期純利益 ― 52,326,024 52,326,024 ― 52,326,024

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

― ― ― 3,307,489 3,307,489

― 52,326,024 52,326,024 3,307,489 55,633,513

14,470,000,000 370,458,287 14,840,458,287 42,489,810 14,882,948,097　当　期　末　残　高

　当　期　首　残　高

　当　期　変　動　額

　当　期　変　動　額　合　計

利　益　剰　余　金

その他利益剰余金

評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

株　　　　主　　　　資　　　　本

資　本　金



個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　 売却原価は移動平均法により算出）

　　  時価のないもの　移動平均法による原価法

２．金銭の信託の評価基準及び評価方法

　　運用目的以外の金銭の信託　上記１．時価のあるものと同じ方法を採用しております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

　　　　貯蔵品　　最終仕入原価法

４．固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産　　定額法（工具器具備品については定率法）

　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が６年～45年、工具器具備品が４年～20

　　　　　　　年となっております。

　　　　　　　　　　　　　　　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

　　　　　　　　　　　　　　　３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

　　　　　　　　　　　　　　　計処理によっております。

　（２）無形固定資産　　定額法

５．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　　　　　　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

　　　　　　　　　　　　　額を計上しております。

　（2）賞与引当金　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の

　　　　　　　　　　　　　負担額を計上しております。

　（３）退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡便法による

　　　　　　　　　　　　　　　　期末自己都合要支給額）に基づき、当期末において発生していると認められる額

　　　　　　　　　　　　　　　　を計上しております。



６．収益及び費用の計上基準

　　延払取引に係る売上高及び売上原価の計上

　　　延払売買取引については引渡時にその金額を延払債権に計上し、回収期日到来の都度、売上高及

　　びそれに対応する売上原価を計上しております。

　　　なお、期日未到来延払債権に対応する延払未実現利益は延払繰延利益として繰延経理しております。

７．消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

　　　「税効果会計に係る会計基準の一部改正」（企業会計基準28号　平成30年(2018)2月16日）等を当事

　　業年度から適用しています。これにより、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

　　金負債は固定負債の区分に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　神戸MI　R＆Dセンタービル事業の賃借先の債務（771,394,717円）の担保として、未収入金を担保

　　（譲渡担保権）に供しておりますが、これに係る未収入金期末残高はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,414,712,418円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　　当事業年度の末日における発行済株式の総数

　　　　普通株式 2,894,000株

（税効果会計に関する注記）

　　　　繰延税金資産の発生の主な原因は、金銭の信託評価損等であります。なお、評価性引当金を全額

　　　計上しております。また、繰延税金負債の内容は、その他有価証券評価差額金であります。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、神戸MI　R＆Dセンタービル建物、複写機については、

　　所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　　当社は、資金運用については内部管理規程に基づき、元本の回収が確実な定期性の預金又は国

　　　債、地方債等の一定以上の格付けの債券のほか、金銭の信託による運用を行っております。

　　　　有価証券及び投資有価証券は、譲渡性預金、債券及び合同運用指定金銭信託であり、債券につ

　　　いては毎月、時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価に関する事項

　　　平成31年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

　　次のとおりであります。 （単位：円）

差 額

                    -

46,482,023

                    -

294,252

                    -

                    -

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　①現金及び預金、⑥未払金

　　これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと言えることから、当

　　該帳簿価額によっております。

　②未収入金

　　信用リスクを個別に把握することが極めて困難なため、貸倒引当金を信用リスクとみなし、時価を算定し

　　ております。但し、未収入金に含まれる延払債権については、同様の新規取引を行った場合に想定さ

　　れる利率で元利金の合計を割り引いて時価を算定しております。なお、延払債権の貸借対照表計上額

　　については、負債の部に計上されている当該債権に係る未実現利益を相殺しております。

　③有価証券、④投資有価証券

　　これらの時価について、譲渡性預金は同様の新規預入れを行った場合に想定される利率で元利金の

　　合計額を割り引いて時価を算定しております。債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された

　　価格によっております。預金と同様の性格を有する合同運用指定金銭信託は、短期間で決済されるた

　　め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　⑤金銭の信託

　　これらの時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

　③有価証券 3,000,960,000 3,000,960,000

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

　①現金及び預金 276,206,327 276,206,327

1,439,006,779 1,485,488,802

　②未収入金 1,487,821,547

　　　貸倒引当金 △ 6,520,195

　　　延払繰延利益 △ 42,294,573

　④投資有価証券 2,314,740,000 2,315,034,252

　⑥未払金 169,314,417 169,314,417

　⑤金銭の信託 262,486,858 262,486,858



（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　当社は、神戸市において、賃貸用の医療・バイオ・健康に関する研究開発施設（土地を含む。）を有し

　　ております。なお、研究開発施設のうち一部については当社が使用している部分があるため、賃貸等不

　　動産として使用される部分を含む不動産としております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 （単位：円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。また、当

　　期に新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、貸借対照表計上額をも

　　って時価としております。

（１株当たり情報に関する注記）

　　　１株当たり純資産額

　　　１株当たり当期純利益

（重要な後発事象に関する注記）

　　　該当する事項はありません。

（その他の注記）

　　　該当する事項はありません。

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

　賃貸等不動産              3,621,409,603              3,782,802,882

18円8銭

　賃貸等不動産として使用される部
　分を含む不動産

             3,995,972,080              3,825,477,190

5,142円69銭
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